
２１世紀の日本のかたち（１４２） 

第三次国土形成計画（全国計画）について 

戸 沼 幸 市 

＜ (一財)日本開発構想研究所 顧問＞ 

１．国土形成計画（全国計画） 

今年、令和５年（2023年）７月28日、岸田

文雄政権下、第三次国土形成計画（全国計画）

が発表されました。 

基本目標として「新時代に地域力をつなぐ

国土～列島を支える新たな地域マネジメント

の構築～」を掲げています。目標年次は概ね

10年間（～2033年）。 

前回、第二次国土形成計画（2015年８月）

の目標は、「対流促進型国土の形成−コンパク

ト＋ネットワーク」でした。

今回の国土形成計画は全国総合開発計画

（一全総）から通算８回目になります。 
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国土形成計画（全国計画）概要 

はじめに 

「我が国の国土は、四方を海に囲まれ、北

海道・本州・四国・九州・沖縄本島の主要五

島と多数の島々から成る南北に細長い日本列

島に広がっている。陸域面積約38万㎢の約７

割を森林が覆い、四方には世界第６位の海域

面積約447万㎢を占める領海及び排他的経済

水域が広がり、多様性に富み、四季折々の恵

み豊かな自然環境が織りなす国土の津々浦々

に、約1億2,600万人の人々が暮らしを営んで

いる。」 
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「国土をめぐる社会経済状況は大きく変化

しており、時代の転換点ともいえる局面にあ

る。未曽有の人口減少、少子高齢化の加速、

巨大災害リスクの切迫、気候危機の深刻化、

生物多様性の損失など、我が国が直面するリ

スクは、今後、その切迫感や深刻度がより増

していくものと想定される。その影響は、東

京一極集中といった国土構造の歪みと相まっ

て、特に地方の生活・経済の存立そのものを

脅かしていくことが懸念される。」「2050年に

は全国の居住地域の約２割が無居住化するこ

とが推計されている。」「国土の管理主体を失

うことにほかならず、再生困難な国土の荒廃

をもたらすことにつながる。加えて、若者世

代の地方からの流出、合計特殊出生率が低い

東京への集中が続けば、未曽有の少子化に拍

車をかけ、我が国全体の人口減少が更に加速

することにもつながりかねない。」 

「2020年初からの新型コロナウイルス感染

症の拡大や、2022年２月から始まったロシア

によるウクライナ侵略など、従来必ずしも社

会全体で想定されていなかったリスクは、国

民の価値観や社会経済のあり方に大きな影響

を及ぼし、構造的な変化をもたらしている。」 

「こうした社会経済状況の大きな変化に直

面する我が国は、まさに時代の重大な岐路に

立っている。」「このため、新たな国土形成計

画を策定し、我が国の将来を担う若者世代を

始めとして人々が未来に希望を持てる国土の

将来ビジョンを示していく必要がある。」 

第１部 新たな国土の将来ビジョン 

第１章 時代の重大な岐路に立つ国土 

第１節 我が国が直面するリスクと構造的

な変化（国土をめぐる状況変化） 

豊かな自然や文化を有する多彩な地域か

らなる国土を次世代に引き継ぐための未来

に希望を持てる国土ビジョンが必要 

１．地域の持続性、安全・安心を脅かすリ

スクの高まり 

（１）未曽有の人口減少、少子高齢化がも

たらす地方の危機 

（２）巨大災害リスクの切迫、インフラ老

朽化 

（自然災害の激甚化・頻発化、巨大地

震、津波、大規模火山噴火、雪害な

ど） 

（３）気候危機の深刻化、生物多様性の損

失 

２．コロナ禍を経た暮らし方・働き方の変化 

（１）デジタル利用の進展と課題 

（２）場所に縛られない暮らし方・働き方 

（３）新たな地方・田園回帰の動き、地方

での暮らしの魅力 

３．激動する世界の中での日本の立ち位置

の変化 

（１）激化する国際競争（DX、GXなど−国

際競争力の低下） 

（２）緊迫化する国際情勢、エネルギー・

食料の海外依存リスクの高まり 

（３）アジアの持続的発展との共存共栄 

第２章 目指す国土の姿 

第１節 国土づくりの目標 

１．新時代に地域力をつなぐ国土～列島を

支える新たな地域マネジメントの構築～ 

２．国土づくりの基本的方向性 

（１）デジタルとリアルの融合による活力

ある国土づくり 

～地域への誇りと愛着に根差した地域

価値の向上～ 

（２）巨大災害、気候危機、緊迫化する国

際情勢に対応する安全・安心な国土づ
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くり 

～災害等に屈しないしなやかで強い国

土～ 

（３）世界に誇る美しい自然と多彩な文化

を育む個性豊かな国土づくり 

～森の国、海の国、文化の国～ 

３．国土づくりの戦略的視点 

（１）民の力を最大限発揮する官民連携 

（２）デジタルの徹底活用 

（３）生活者・利用者の利便の最適化 

（４）縦割りの打破（分野の垣根を越えた

横串の発想） 

第２節 国土構造の基本構想 

１．シームレスな拠点連結型国土 

２．重層的な国土構造における地域整備の

方向性 

３．広域的な機能の分散と連結強化 

（１）中枢中核都市等を核とした広域圏の

自立的発展、日本海側・太平洋側二面

活用等の広域圏内・広域圏間の連結強

化を図る「全国的な回廊ネットワーク」

の形成 

（２）三大都市圏を結ぶ「日本中央回廊」

の形成による地方活性化、国際競争力

強化 

（リニア中央新幹線、新東名・新名神

等により） 

（階層間のネットワーク強化） 

４．持続可能な生活圏の再構築 

（１）生活に身近な地域コミュニティの再

生 

（小さな拠点を核とした集落生活圏の

形成、都市コミュニティの再生） 

（２）地方の中心都市を核とした市町村界

にとらわれない新たな発想からの地域

生活圏の形成 

５．東京一極集中の是正 

（地方と東京のWin−Winの関係構築） 

（国土の多様性（ダイバーシティ）、包

摂性（インクルージョン）、持続性（サ

ステナビリティ）、強靱性（レジリエン

ス）の向上 

６．東日本大震災等の被災地のより良い復

興、福島の復興・再生 

第３章 国土の刷新に向けた重点テーマ 

第１節 デジタルとリアルが融合した地域

生活圏の形成 

 「地方の豊かさ」と「都市の利便性」の

融合 

 生活圏人口10万人程度以上を一つの目安

として想定した地域づくり 

（地域の生活・経済の実態に即した市町村

界にとらわれない地域間の連携・補完） 

 「 共 」 の 視 点 か ら の 地 域 経 営 

（サービス・活動を「兼ねる、束ねる、

繋げる」発想への転換） 

・主体の連携、事業の連携、地域の連携 

 デジタルの徹底活用によるリアルの地域

空間の質的向上 

・デジタルインフラ・データ連携基盤・デ

ジタル社会実装基盤の整備、自動運転、

ドローン物流、遠隔医療・教育等のデジ

タル技術サービスの実装の加速化 

・地域交通の再構築、多世代交流まちづく

り、デジ活中山間地域、転職なき移住・

二地域居住など、デジタル活用を含めた

リアル空間での利便性向上 

 民の力の最大限活用、官民パートナーシ

ップによる地域経営主体の創出・拡大 

（戸沼 注）生活圏人口については前計画では30

万人程度としていたのが、今回は10万人程度 
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新しい資本主義、デジタル田園都市国家構想

の実現 

第２節 持続可能な産業への構造転換 

 GX、DX、経済安保等を踏まえた成長産

業の全国的な分散立地等 

 既存コンビナート等の水素・アンモニア

等への転換を通じた基幹産業拠点の強

化・再生 

 スタートアップの促進、働きがいのある

雇用の拡大等を通じた地域産業の稼ぐ力

の向上、等 

第３節 グリーン国土の創造 

 広域的な生態系ネットワークの形成、自

然資本の保全・拡大、持続可能な活用

（30by30の実現、グリーンインフラの推

進等を通じたネットワーク化） 

 カーボンニュートラルの実現を図る地域

づくり（地域共生型再エネ導入、ハイブ

リッドダム等） 

第４節 人口減少下の国土利用・管理 

 地域管理構想等による国土の最適利用・

管理、流域治水、災害リスクを踏まえた

住まい方 

 所有者不明土地・空き家の利活用の円滑

化等、重要土地等調査法に基づく調査等 

 地理空間情報等の徹底活用による国土の

状況の見える化等を通じた国土利用・管

理DX 等 

 

第４章 横断的な重点テーマ 

第１節 地域の安全・安心、暮らしや経済

を支える国土基盤の高質化 

 防災・減災、国土強靱化、生活の質の向

上、経済活動の下支え〔機能・役割に応

じた国土基盤の充実・強化〕 

 戦略的マネジメントの徹底によるストッ

ク効果の最大化 

・DX、GX、リダンダンシー確保、安全保

障、自然資本との統合等の観点からの機

能高度化 

・賢く使う観点からの縦割り排除による複

合化・多機能化・効果最大化 

・地域インフラ群再生戦略マネジメント等

の戦略的メンテナンスによる持続的な機

能発揮 

第２節 地域を支える人材の確保・育成 

 包摂社会に向けた多様な主体の参加と連

携 

 こどもまんなかまちづくり等のこども・

子育て支援、女性活躍 

 関係人口の拡大・深化 

第２部 分野別施策の基本的方向 

第１章 地域の整備 

第１節 地域生活圏の形成等に資する持続

可能な地域づくり 

・地域特性に応じた地域ビジョンの実現に

向けた取組の推進、地方移住、二地域居

住等の促進による地方への人の流れの創

出・拡大 等 

第２節 人中心のコンパクトな多世代交流

まちづくり 

・都市のコンパクト化とネットワークの構

築 等 

第３節 美しく暮らしやすい農山漁村の形

成 

・地域資源を活用した所得と雇用機会の確

保、中山間地域等を始めとする農山漁村

に人が住み続けるための条件整備 等 

第４節 包摂社会の実現に向けた地域づく

り 

・子育て世代や高齢者など誰もが安全・安
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心に暮らせる環境の整備、女性、高齢者

等が活躍できる社会の実現 等 

第５節 住生活の質の向上及び暮らしの安

全・安心の確保 

第６節 我が国の成長を牽引する大都市圏

等の整備 

第７節 地理的、自然的、社会的条件の厳

しい地域への対応 

・離島地域、豪雪地帯、山村地域、半島地

域、過疎地域 

第２章 産業 

第１節 GX・DXを始めとする産業の国際

競争力の強化とイノベーションを

支える環境整備、科学技術を支え

る基盤の強化と人材の育成 

第２節 海外からの投資を呼び込む環境整

備 

第３節 地域を支える活力ある産業・雇用

の創出 

第４節 GXを先導する世界最先端の技術を

活かしたエネルギー需給構造の実

現 

・安定的なエネルギー供給の実現、再エネ

の活用拡大と分散型エネルギーシステム

の構築、水素社会の実現 等 

第５節 食料等の安定供給と農林水産業の

成長産業化 

・食料の安定供給と食料安全保障の確立、

農業・食品産業の成長産業化の促進と農

業の持続的な発展 等 

第３章 文化・スポーツ及び観光 

第１節 文化・スポーツが育む豊かで活力

ある地域社会 

・個性豊かな地域文化の保存、継承、創造、

活用等 等 

第２節 観光振興による地域の活性化 

・持続可能な観光地域づくり、消費額拡

大・地方誘客促進を重視したインバウン

ドの推進 等 

第４章 交通体系、情報通信体系及びエネル

ギーインフラの高質化 

第１節 シームレスな総合交通体系の高質

化 

・国際交通拠点の競争力強化、全国各地と

アジアとの交流の拡大、国内幹線交通体

系の高質化 等 

第２節 情報通信体系の高質化 

・デジタルインフラの整備・運用、ICT・

データ利活用の促進 等 

第３節 エネルギーインフラの高質化 

・エネルギーネットワークの充実、水素社

会の実現に向けたインフラ整備 

第５章 防災・減災、国土強靱化 

第１節 適切な施策の組合せと効率的な対

策の推進 

・防災・減災に資する施設の整備、土地利

用の推進 等 

第２節 都市の防災・減災対策の強力な推

進 

第３節 安全な農山漁村の実現 

第４節 諸機能及びネットワークの多重

性・代替性確保等による災害に強

い国土構造の構築 

・中枢管理機能等のバックアップ等、交

通・物流ネットワークの強靱化、エネル

ギー・産業の強靱化 

第５節 戦略的メンテナンスによる国土基

盤の持続的な機能発揮 

・予防保全型メンテナンスへの本格転換、

広域的・戦略的なマネジメント 等 

第６節 自助、共助とそれらを支える公助

の強化 
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第６章 国土資源及び海域の利用と保全 

第１節 農地等の利用の増進 

・農業の担い手への農地集積・集約化と農

地の確保 等 

第２節 次世代に引き継ぐ多様で健全な森

林 

・多様で健全な森林の整備及び保全の推進 

等 

第３節 健全な水循環の維持又は回復等 

・流域の総合的かつ一体的な管理の推進、

地下水の適正な保全及び利用 等 

第４節 海洋・海域の保全と利活用 

・海洋権益の確保及び海洋資源・海洋再エ

ネの開発等の利活用の推進、陸域と一体

となった自然環境の保全・再生、離島の

適切な保全・管理と領土・領海及び排他

的経済水域等の確保・開発 等 

第７章 環境保全及び景観形成 

第１節 生物多様性の確保及び自然環境の

保全・再生・活用 

・30by30目標等を踏まえた自然環境の保

全・再生・活用 等 

第２節 物質循環の確保と循環型社会の形

成 

第３節 地球温暖化の緩和と適応に向けた

取組など、地球環境問題への対応 

第４節 大気環境の保全、土壌汚染対策の

推進等 

第５節 美しい景観、魅力ある空間の保全、

創出と活用 

第３部 計画の効果的推進及び広域地方計画

の策定・推進 

地理空間情報等を活用したマネジメントサ

イクルと評価の実施 

広域地方計画協議会を通じた広域地方計画

の策定・推進 

第１章 計画の効果的推進 

第２章 広域地方計画の策定・推進 

第２節 広域地方計画の基本的考え方 

１．各広域圏の現況と課題 

①東北圏：青森県、岩手県、宮城県、秋

田県、山形県、福島県、新潟県 

圏域人口：約1,060万人 

圏域面積：79,500㎢（広域圏の中で最

大） 

圏域人口密度：133人／㎢ 

・福島の復興 

・日本海・太平洋二面活用型国土の形

成 

②首都圏：茨城県、栃木県、群馬県、埼

玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山

梨県 

圏域人口：約4,430万人 

圏域面積：36,897㎢ 

圏域人口密度：1,200人／㎢ 

域内総生産：約232兆円（全国の約4割

を占める） 

・首都直下地震、南海トラフ地震、気

候変動の影響による水災害の激甚

化・頻発化、大規模噴火等への対応

が課題 

③北陸圏：富山県、石川県、福井県 

圏域人口：約290万人 

圏域面積：12,625㎢ 

圏域人口密度：229人／㎢ 

・日本海ゲートウェイの機能 

・太平洋側の大規模災害に備えたリス

ク分散機能の役割 

④中部圏：長野県、岐阜県、静岡県、愛

知県、三重県 
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圏域人口：約1,680万人 

圏域面積：42,807㎢ 

圏域人口密度：392人／㎢ 

・交通ネットワーク機能の強化 

・リニア中央新幹線の開業等による日

本中央回廊の形成 

・産業の高付加価値化 

⑤近畿圏：滋賀県、京都府、大阪府、兵

庫県、奈良県、和歌山県 

圏域人口：約2,040万人 

圏域面積：27,351㎢ 

圏域人口密度：746人／㎢ 

域内総生産：約89兆円（我が国第二の

経済圏） 

・リニア中央新幹線の開業等による日

本中央回廊の西の拠点 

・世界からのゲートウェイ機能の強化 

⑥中国圏：鳥取県、島根県、岡山県、広

島県、山口県 

圏域人口：約710万人 

圏域面積：31,921㎢ 

圏域人口密度：222人／㎢ 

・産業集積地における競争力強化 

・中山間地域や島しょ部における地域

公共交通の維持など持続可能な地域

づくり 

⑦四国圏：徳島県、香川県、愛媛県、高

知県 

圏域人口：約360万人 

圏域面積：18,804㎢ 

圏域人口密度：191人／㎢ 

・四国８の字ネットワークの形成によ

る防災力などの向上 

・個性ある地域資源を活用した観光・

交流の促進 

⑧九州圏：福岡県、佐賀県、長崎県、熊

本県、大分県、宮崎県、鹿児島県 

圏域人口：約1,260万人 

圏域面積：42,230㎢ 

圏域人口密度：298人／㎢ 

域内総生産：約48兆円 

・アジア諸地域の経済の成長センター

へ 

・アジアの近接性等を活かした観光産

業の推進 

第３節 北海道総合開発計画及び沖縄振興

基本方針と国土形成計画との連携 

①北海道 

人口：約518万人 

面積：83,424㎢ 

人口密度：62人／㎢ 

道内総生産：20兆円 

・日本の食糧供給基地 

・アイヌ文化など独自の歴史・文化を

持つ 

・日本列島の最北端における強靱な北

の国土づくり 

②沖縄県 

人口：約147万人 

面積：2,282㎢ 

人口密度：644人／㎢ 

県内総生産：約5兆円沖縄振興計画

（2022～2031） 

・SDGsの取り入れ 

・社会・経済・環境の三つの側面が調

和した「持続可能な沖縄の発展」 

（戸沼注）各圏域・県の人口については総務省

「人口推計」（2022年10月1日現在）による。 

現在の広域地域の区分に対して、早稲田

大学案（1970年）では、北海道、東北州、

関東州（新潟を含む）、近畿州、中国・四
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国州、九州（沖縄を含む）の7道州制を提

案しています。 

 

２．第三次国土形成計画（全国計画）につい

ての感想 

今期国土形成計画は、これからの10年、

2033年を目安とした、2050年、2070年に向か

う日本の動態のひとつの通過点、目安と受け

取られます。 

日本の将来人口について、急速な少子高齢

化を伴って、2008年1億2,808万人をピークに減

少を続け、2020年1億2,615万人、2056年に1億

人を割り、2070年8,700万人（出生中位）と予

想されています。この予想は外国人の居住を

１割強と見積もってのものです。 

少子高齢化、人口減少の進展は、三大都市

圏でも起きていますが、特に秋田県、青森県、

山形県、東北地方の諸県、高知、長崎などの、

四国、九州の地域では、1990～2020年で15%以

上の人口減少がありました。 

2050年には国土の２割が無居住地化するこ

とを見込んで、今期国土計画の策定がなされ

ています。人口が集中している東京圏でも

「結婚しない、子をつくらない」風潮が広が

っています。 

今期国土形成計画において、地方生活圏の

地域のまとまりのベースを前期計画の“30万

人程度”から、概ね“10万人以上程度”とした想

定は、この10年間の地方の人口減少傾向を反

映したものとして納得がいきます。このベー

スで、地方においてデジタルとリアルの融合

によって、地域生活圏の維持、強化を期待し

たいものです。 

今期国土形成計画（全国）に続く広域地方

計画の策定が待たれます。 

東京一極集中問題については、今期国土形

成計画においても“是正”を掲げております

が、国策として決め手を欠いたままです。 

東京・首都一極集中問題は、全国総合計画

（一全総、昭和37（1962）年）、国土形成計画

と、一貫して「東京一極集中の是正」を掲げ

ていますが、今や空論化した感があります。 

かつて、首都移転が国策として「国会等移

転審議会、1999（平成3）年」答申の後、忘れ

られた感があります。 

私は、1970年「21世紀の日本の国家・国土

像」を求める政府主催のコンペティションに

おいて、早稲田大学グループとして、北上京

（東北）遷都の提案をして以来の「首都移転」

論者です。 

私自身、1991（平成3）年10月2日、衆議院

（第121回国会「国会等の移転に関する特別

委員会（委員長・金丸信）」に呼ばれて、移

転賛成の立場から意見を述べたことを思い出

します。 

2023年3月、文化庁の京都移転がありました

が。 

今年9月で関東大震災から100年になります。 

今日なお、東京一極集中のリスク、30年以

内に起こる確率70%の「首都直下型地震」の

切迫があり、首都機能を抱えた東京は相当な

被害を覚悟せざるを得ないことです。 

今期国土形成計画の目玉に、三大都市圏

（東京、名古屋、関西）を結ぶ日本中央回廊

を強化し、これにより様々な効果を全国的に

波及、をあげています。リニア中央新幹線、

新東名・新名神高速道路の建設が進んでいま

す。 

これについては、心配事として近未来に起

きるとされる「南海トラフ地震」が待ち構え

ております。首都直下と南海トラフが重なっ

たら日本はどうなるか。日本の国土・国家の
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未来を含む大状況には、この夏に経験した酷

暑などの気候変動、またロシアのウクライナ

侵攻など、日本にとって無縁ではない国際状

況があります。 

ともあれ、今期国土形成計画は、今後10年、

2033年までの「21世紀の日本のかたち」、2050

年、2070年に向かう日本の動態の断面を示す

もの、ひとつの通過点と受け取れます。 

今期国土形成計画（全国計画）の本文に添

えられた「参考資料」「関連データ集」をめ

くりながら、今後20年、30年後の「日本のか

たち」について、あれこれと想像を巡らせて

いるところです。 

 

【参考資料】 

国土形成計画（全国計画）（令和５年７月28日閣議決

定） 

https://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/content/001621775.pdf 

国土形成計画（全国計画）参考資料 

https://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/content/001621776.pdf 

国土形成計画（全国計画）関連データ集 

https://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/content/001621777.pdf 

 

 

2023.10.12 
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参考資料１ 国土計画の変遷 

 

  

参考資料１ 国土計画の変遷 
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参考資料２ 「シームレスな拠点連結型国土」の構築に向けた全国的な回廊ネットワークの形成 
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参考資料３：日本中央回廊による効果の全国的波及（イメージ） 
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関連データ集１：我が国の総人口の長期的推移 
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関連データ集２：総人口及び年齢階層別人口の推移及び将来推計 
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関連データ集３：総人口の将来推計（日本人・外国人別内訳） 
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関連データ集４：人口ピラミッドの変化 
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関連データ集５：市区町村人口規模別（2000年時点）の人口の推移 
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